






































































































































































































中国 80592人 （77，7131 66．2％ ｛66．3、
韓国 】5、606人 ll5，533） 128％ U32）．
台湾 4．B4人 （4、096ノ 3．4％ 〔35）
マレーシア 2Jl4人 〔2．OIO） ［．7％ q．7）
ベトナム L745人 （1570｝ L4％ q．3）
タイ L734人 （L665｝ ｜．4％ 〔1．4）．
アメリカ 1、646人 U、456） 1．4％ （1．2／
インドネシア 1、488人 （L45川 L2％ （L2｝
バングラデシュ L331人 （Ll26） Ll％ q．0）
モンゴル 924人 （806） 0．8％ （0．7）
スリランカ 907人 （764） 0．7％ （0．刀
ミャンマー 651人 （59D 05％ （05）
、　　　　　o
sバール 617人 （462） 05％
（o．4＞
フィリピン 544人 （525） 0．4％ （0，4）
インド 410人 （327） 0．3％ ω，3）
フランス 380人 （339） 0．3％ （0．3）
ロシア 346人 ほ66） 0．3％ （03）
ブラジル 338人 （330） 03％
（0．3）
ドイツ 336人 （315） 0．3％ （0．3）
イギリス 326人 （35D 0．3％ （0．3）
オーストラリア 300人 （348／ 0．2％ （0．3）
カンボジア 298人 （283） 0．2％ （02｝
カナダ 279人 （256） 02％ 10，2）
ラオス 266人 （263） 02％ （0．2）
イラン 235人 （227） 0．2％ （0，2）
エジプト 219人 （237） 02％ （0．2）
トルコ 164人 （157） 0．1％ （0．D
ブルガリア 145人 （128） 0」％ （o．D
ウズベキスタン B9人 （127） 0．1％ （OD
メキシコ B7人 （133） 0．1％ （0，D
その他 3．461人 （3347） 2．8％ （29）















































































































































































18 57 31 36 46 43
マレーシア 14 12 10 13 10 1
1
その他 9 17 B 13 lI 11



















中国 154 147 152 137 150 B4 151 182
台湾 53 55 40 32 38 38 40 37
韓国 46 52　　　　67 75 lB 125 124 125





7 Il 18 16 20












中国 232 304 374 449 397 438
台湾 23 19 17 19 10 14
韓国 112 91 83 74 43 52
マレーシァ 2 4 5 6 5 4
その他 21 19 23 29 14 35






























































平成12年度 2，791 184 3260　　　　　82 6317
平成13年度 3，823 320 4540　‘　　196 8，879
平成14年度 4，322 5」）6・1　277 lo，ol4
平成15年度 4，674 393 5フ24　　　　298 lLO89
平成16年度 4，788 362 5・6041　538 1L292
表2．我が国の大学等におけるコンソーシアム形式の協定の締結数（設置形態別）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位’件数
国立大学 公立大学 私立大学　その他 コンソーシアム協定総数










国立大学 公立大学 私立大学 全体
1位























































国立大学 4，252 L628 3 4455 1，171
公立大学 303 40 0 314 34
私立大学 5，174 L661 57 4，149 LO76
その他 84 2 0 521 43
合計　　　9β13 3，331 60 9，439 2，324
大学等問交流協定締結状況等調査（V一成16年10月1口現在）平成16年10月1日現在
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東洋大学の海外協定校
　本学も、1987年の創立100周年記念事業年に、教務部に国際交流課を設
置し、本格的に国際化の歩みを始める　1990年、国際交流センター規定第3
条によりセンターの事業事務を担当するセンター事務室を設ilするこの間、
海外協定校も当初（1985年～1995年）の下記1］校から、1995年から2005
年の間に協定校となった9校を合わせると現在、台湾を含めて10力国20校
にまで拡大している一
1985年度締結協定校
　　　　　中国：復旦大学・華中理工大学嘩中科技大学）・上海対外貿易学院
　　　フランス：ルイ・パスツール大学（ストラスーブール第・大学）・
　　　　　　　　マルク・ブロック大学（ストラスーブール第二大学）
　　　　　　　　ローベル・シューマン大学（ストラスーブール第三大学）
1987年度協定校
　　　アメリカ：モンタナ大学
1990年～1994年協定校
　　　　ドイツ：マールブルグ大学
　　　アメリカ：オレゴン州立大学
　アイルランド：ダブリンシテイ大学
　インドネシア：スラバヤ工科大学
1995年～2006年協定校
　　　　　韓国：韓国外国語大学、東国大学、大邸大学
　　　　　中国：中国人民大学、大連外国語大学
　　　アメリカ：ミズーリ大学セントルイス校
　オーストラリア：セントラル・クイーンズ大学
　　　　　台湾：天主教輔人大学
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ベトナム：ベトナム国家大学ホーチミン校人文社会科学大学
東洋大学の留学制度
　本学の留学制度は、協定校交換留学、iSEP（lnternational　Exchange　Student
Pmgram）交換留学そして各自が学位授与権のある海外の大学へ出願し留学
する認定留学制度からなる．英語圏、ドイツ語圏、フランス語圏、韓国語圏、
中国語圏の各言語圏別の選抜試験に合格した者は、休学することなく留学が
でき、留学中に修得した単位は本学の卒業単位として認定され、また奨学金
が付与される，学部1～3年生、本学大学院出願予定の学部4年生、大学院
生がllM願できる一
　1985年に開始以来、現在までに受け入れた学生数は179人を数える、
2006年度は、6力国14大学から、これまで最大20人の留学生を特別聴講生
として受け入れている、そして本学学生の派遣は、これまでに181名を選抜
派遣し、2006年度は同数の6力国14大学へ20人を派遣している・、
協定校交換留学制度校
　本学との間で学術交流協定を結んでいる大学と学生交流に関する覚書を交
わし、交換留学を実施しているプログラムが協定校交換留学であるtt以下の
10校と学生交換を行っている
　協定校名
U．M．　　（The　University　ofMontana｝
D．C．U，　（Dublin　City　University）
P．U．M．　（Philipps－Universitaet　Marburg）
O．S．U　　　（Oregon　State　University）
U．M．S⊥．（Universlty　ofMissouri　St．Louis）
U．R．S．　　｛Universite　Robert　Schunian）
協定締結年
（1987．9～）
（1990．9～）
（1991．4～　）
（1997．8～　）
（2000．5　～）
（2001．2～　）
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U．M．B．　（UIliversite　Marc　Bloch）
U．L．P．　　（Universite　Louise　Pasteur｝
D．し「．　　（韓国　大邸Umversitv）
大連外国語大学
（2001．5　～　）
（2001、4　～　｝
（2004．2－｝
（2007，9　～　 1
ISEP交換留学制度
　本学は、2004年にISEP（lnternational　Exchange　Student　Prograin｝に加盟した
ISEPは、1979年にアメリカ政府広報文化交流庁（USIA）の助成によりワシ
ントンD．C．に設立されたNPOの大学連合組織（コンソーシアム）である
米国大学が、131校、世界37力国265大学が加盟している、本学は、2005
年度から本制度による交換留学を開始し、2007年度は、アメリカ10大学か
ら10名を受け入れ、本学学生を10名派遣している
　ISEP加盟は、2003年4月に文科省が発表した「先導的留学牛交流プログ
ラム支援制度」に応答するものである．この支援制度は、学生交流を目的と
し、日本の複数の大学が連合体（コンソーシアム）を形成し、同じくコンソ
ーシアムを形成した海外の大学と「大学コンソーシアム間交流協定一を取り
交わすことを推奨し、派遣交流留学生に対し給付金を出すことにしている
従来のJASSO（日本学生支援機構）も、2003年度より、新しい支援制度に
より、従来の奨学金制度の変更をした　それまでは、各大学が個々に開拓し
た協定校と1対1の関係の留学生交換に奨学金支援をしてきたが、2003年
以後は、協定校間の留学生交換への支援を止める方針に変更している
　個々の大学が、留学生受け入れ、そして派遣に必要なコストが、これから
ますます増えることが確実であることを考えると、今後は、協定校交流によ
る学生交換に代わって、コンソーシアムとの交換留学が主流になると考える
その理由は、協定校交流の場合、協定に至る手続きと時間、そして、教員個
人の負担などがあまりに大きいからである　JASSOも、「大学コンソーシア
38 宇田川晴義
ム間交流協定」を取り交わすことを推奨している．ISEPに加盟している日
本の大学は中京大、関西外大、南山大、立命館大、立命館太平洋大そして東
洋大の6校である
（図表G＞
派遣年度
1990～1991
1991～1992
1992～1993
1993～1994
1994～1995
1995～1996
1996～1997
1997～1998
1998～1999
1999～2000
2000～2001
2001～2002
2002～2003
2003～2004
2004～2005
2eo5～2006
2006～2007
交換留学生派遣（1990～2006）
学生交換大学名（協定締結順）
U．M，　D．C．U、　Rし‘．M，　0．S．し，　U．MS．L．　U．R．S，　U、M．B，　U．L．P．　ISEP　　D．U．
l
l
l
l
l
1
3
3
3
5
4
2
3
3
5
2
3
5
5
3
4
5
4
5
5
4
2
2
3
3
3
5
3
1
1
2
2
2　　　1
2　　　1　　　1
2　　　1　　　1　　　1
2　　　1　　　3　　　2
1　　　1　　　3　　　2
1　　　1　　　3
1　　　1　　　1　　　1　　　1　　　1
　　　　　1
2　　　　　　2　　　1　　　1　　　2
3　　　　　　2　　　1　　　1
1　　　1　　　3　　　　　　1　　　1
2　　　　　　2　　　1　　　1
（参照）国際交流センター白書
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　（図表H）
　　　　　　　　　　交換留学生受入（ig90～2006）
　　　　　　　　　　学生交換大学名（協定締結順）
　　　　　し‘．M，　　D、C．U，　RU．M．　0．S．U，　UM，S．L．　UR．S，　U．M．B、　U、L．R
受入年度
1990～1991　　　1　　　　10
1991～1992　　　　　　　　10　　　　　2
｜992～1993　　　　1　　　　6　　　　　2
1993～1994　　　　　　　　　5　　　　2
1994～1995　　　1　　　　4　　　　　3　　　　　1
［995～1996　　　2　　　　　8　　　　　3　　　　　1
1996～1997　　　3　　　　　6　　　　　2　　　　　　　　　　1　　　　2
1997－“1998｜621i2
1998－1999　　　　　　　　　8　　　　　2　　　　　1　　　　　　　　　　1
1999～2000　　　　3　　　　　6　　　　　3　　　　　　　　　　　　　　　　2
2000～2001142
2001～2002　　　2　　　　3　　　　　2　　　　　3　　　　　1　　　　　1
2002～2003　　　2　　　　　1　　　　2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
2003～2004　　　　　　　　　4　　　　　2　　　　　　　　　　　1
2004～2005　　　　1　　　　　3　　　　　2　　　　　　　　　　　1
2005～2006　　　　2　　　　　2　　　　　2　　　　　　　　　　　1
2006～2007　　　　1　　　　　3　　　　　2　　　　　　　　　　　1　　　　　1　　　　　1
　　　　　　　　　　　（参照）国際交流センター白書
東洋大学1985～2006
［SEP　　　D．し、
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　　　　　　　　合計
　　　　　　　　lI
　　　　　　　　l2
　　　　　　　　　9
　　　　　　　　　7
　　　　　　　　　9
　　　　　　　　14
　　　　　　　　14
　　　　　　　　13
　　　　　　　　12
　　　　　　　　14
　　　　　　　　　7
　　　　　　　　12
　　　　　　　　　6
　　　　　　　　　7
　　　　　　　　　7
　　　5　　　　　　12
　　　9　　　2　　2（）
第1号、第2号・、第3号
40
　〔図表D
アメリカ
アイルランド
ドイツ
フランス
韓国
アメリカ
アイルランド
ドイツ
フランス
韓国
（図表J）
アメリカ
アイルランド
ドイツ
フランス
韓国
1990－
　▲
｜999～
　9
　4
　｜
　2
1990－－
　1
10
　　　　　宇田川晴義
　　国別交換留学生数（派遣）
1991、　　1992～　　1993～　　1994－　　1995～　　1996～
　l　　　l　　　l　　　l　　　2　　　5
　5　　　5　　　3　　　4　　　5　　　4
　1　　　1　　　2　　　2　　　2　　　2
2000～　　2001～　　201〕2～　　2003s　　2004～　　2005～
　8　　　4　　　4　　　6　　　7　　　11
　2　　　2　　　3　　　3　　　3　　　5
　1　　　1　　　0　　　2　　　3　　　1
　0　　　3　　　0　　　4　　　2　　　2
　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　（参照）国際交流センター白書　第1号、
　　国別交換留学生数（受入）
1991～　　1992－　　1993～　　1994～　　1995～　　1996～
　0　　　｜　　　0　　　2　　　3　　　4
10　　　6　　　5　　　4　　　8　　　6
　2　　　2　　　2　　　3　　　3　　　2
　　　　　　　　　　　　　　　　　2
1997～　　1998～
　5　　　7
　｛　　　　「
　つ　　　　　つ
　1　　　2
2006
　12
　3
　2
　2
　1
第2号、第3号・
1997、　　1998～
　3　　　1
　6　　　8
　2　　　2
　2　　　1
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　　　　　　1999～
アメリカ　　　　3
アイルランド　　6
ドイツ　　　　　1
フランス　　　　　2
韓国
2000～　　20〔，1一
1
4
「
1
0
6
ス
＞
l
l
2002～
　2
　1
　0
　t
2003～
　1
　4
　2
　0
〔参照）国際交流センター白書
2004～　　2005～　　2006～
　2　　　R　　　11
　3　　　2　　　2
　3　　　2　　　2
　0　　　〔｝　　　2
　　　　　　2
　　第｜号、　第2号、　第3膓ナ
短期語学研修
　1980年代の前半、すでに多くの民間会社がビジネスとして語学研修を、
主にイギリス、アメリカそしてカナダで開催していた・多くの学生は、そう
した民間の運営するプログラムに、さまざまなリスクをかけて参加していた
訳である、・また、当時、すでに多くの大学が主催者となり、大学のカリキュ
ラムを補完する語学研修を実施していた　東洋大学は、先行大学の後塵を拝
することになったが、海外語学研修を開始したのが1983年である、・
　第1回研修は、教養課程英語科とオレゴン州立大学ELIが協力して運営
され、参加者は38名の大グループとなった、本研修は1983年度卒業式にて、
東洋大学の教務報告となった　1988年からは、国際交流センターの開設に
伴い、海外語学研修は正式に国際交流センター主催となり、協定校との共催
で行われる各語学研修は語学科目（英語．中国語）として単位が認定されて
いる．
　国際交流センター主催の海外語学研修は、現在、英語研修を春期2プログ
ラム、夏期2プログラムが運営され、これまでの英語研修の春期、夏期合わ
せた参加者の総数は、平成16年度夏期プログラムまででL512名、そして
42 宇田川晴義
中国語プログラムは266名になる，両プログラムの参加者総数はL768名で
ある　1983年、オレゴン州立大学英語研修所の協力で開始して以来、米国
の9・llテロそして中国の鳥インフルエンザ問題で中止した一一時期を除き、
この間、継続して催行され2006年で23年の歳月を数える
　海外語学研修は、言うまでもなく、大学における外国語教育を補完する目
的で始まった・1970年代ごろまでは、異文化を受信するための外国語教育
の傾向が強かったが、国際化が進行する中で、外国語教育への期待と役割は、
異文化の伝統・歴史などの理解に並んで、外国人とのコミュニケーション能
力の育成、国際マナーを身につけること、日本の情報を世界に発信する能力
育成、インターネットで情報を自由に得る能力へと拡大している。それに並
行して、海外語学研修への学生の期待も拡大してきたと言える。
　長い間、この研修に関係してきた立場からの実感は、海外語学研修は、参
加者の語学力並びに国際理解力の養成に止まらず、参加者の将来の進路選択
に繋がる機会を多く与えてきたというものである。この短期研修をステップ
にして、次に1年間の短期留学に挑戦し、卒業後、さらに米国大学院へ進学
し、国際分野で働く人材になった学生を多く見てきたからである一
（図表K）
0．SU
U，M．
DCU．
海外語学研修参加者数の推移（1983～2005）
’83　　’84　　’85
38　22　25
’86　　’87　　’87　　’88　　　’89　　’90
24　　　37　　　40　　　40　　　40　　　28
　　　　　　28　37　28
　　　　　　　　　　10
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1
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　　　　　　シ95　’96
0．S．U．　　　　　41　　39
U．M．　　　　27　40
DCU　　　　　13　36
C．QU．
大外大（夏期）
大外大（春期）
北京師範大　　20　20
　　　英語夏期研修
　　　英語春期研修
　　　中国語春期研修
7
つ
」
0
2
℃
．
4
4
223
’98　　’99　　　’OO　　　’Ol
29　　　17　　　35　　　28
22　　　32　　　33　　　27
20　13　31中止
18713叶1」上二
26　　　28　　　28　　　22
2
つ
一
〇
つ
］
0
0
■
、
↑
7
3
2
－
2
’03　　’04　　　シ05
「｝」1ヒ　　14　　［キコ1（一
中止　21　32
25　　12　22
16　　17　34
中1ヒ　22　中止
22　　13　20
O．S．U（1983～）　　UM（1988－）
D．C．U．（　1990～）　　　C．QU．（1998～｝
大連外国語大学春期（1997－一）夏期｛2002～）
（参照）国際交流センター白書　第1号、第2号、第3号
結び
　1980年代から1990年代にかけての教育改革は、レーガン政権、サッチャ
ー政権の改革に代表されるように、公教育への強烈な危機意識から生まれた
ものであった。あの時点で、改革の機会を逃したら、米国の教育危機は、政
治・経済そして外交の危機感を更に拡大させたかもしれない。英国も、教育
そして経済の危機状態から抜け出せず、英国病を引きずっていったかもしれ
ない。ともかく、両国とも、危機状況から国家再生への道に踏み出した教育
改革は、現在も高く評価されていることに異論はないであろう、
　その同時代に巡り合わせた中曽根政権の教育改革の目玉が「留学生10万
人受入計画」、すなわち高等教育の国際化であった、これは、日本の教育分
野の国際的競争力を整備するための改革に繋がり、高等教育が、外国の機関
との共通性の基盤を築くべく、国際社会との通用性、交流性、開放性を目指
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した時代であった　英米の改革が、日本など新興国との国際的競争力を保持
するための内容であったのに対して、日本の教育改革は、欧米諸国と対等な
立場で学問と人材の交流を行う基盤を整備するのが目的であった、政府が
1983年に立てた国費1万人、私費9万人の留学生受入計画は、2003年（平
成15年）に▲0951）8人となり、初めてFl標の10万人を突破し、量的には、「10
万人計画」は達成された　20〔）5年（平成17年）は、前年度より4．510人〔3．8％）
増の過去最高の121．812人に達している　特に、私学の私費留学生受入数は、
「10万人計画」の目標達成に、これまで多大な貢献をしてきた訳である。
　一ヒ述してきたように、日本の高等教育の1970年代から1990年代にかけて
の国際化の歩みに、東洋大学の国際化の揺藍期であった1980年代から現在
に至る留学生の受入数、派遣数そして語学研修参加者の歩みを重ねて、学生
交流に見る国際化の発展の歩みを辿ってみた、当然ながら、この23年間の
国際化の歩みは、日本の国際化という軌道上を同じような歩調で進んだ軌跡
となった．留学生の派遣数そして派遣先の両面で、まだ量的にも拡大をする
必要があると思われるが、これからの課題、否、今すでに問われているのは、
量的次元以後の課題である
　留学生の急増に伴う学生の質への懸念が出てきているが、優秀な留学生を
確保そして交換留学を拡大するためには、日本語教育の充実、カリキュラム
の国際化、英語使用科目の拡充、留学生用宿舎の用意、教職員の外国語運用
能力などの受入れ対策の整備がこれからも必要である、そして優秀な留学生
を多く派遣するためには、留学希望者への語学教育、質の高い留学情報の提
供、留学相談そして奨学金などの留学支援の強化が整備課題であるtt留学準
備のための語学教育に関しては、2008年度から開始された英語特別科目
（SC創Dの開講は、東洋大学にとり画期的施策であり、その成果が将来期待
されるところである
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　了
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注
（注川1983年，レーガン政権ドで教育長官の諮問機関から出された報告「危機に、’t．
　　　つ国家F’ANation　At　Rig．　k”は．公こr二学校を中心とする教育の衰退が、アメリ
　　　カ経済の国際競争力を低下させているとの危機感から警鐘を鳴らした　すな
　　　わち、1970年代中頃から、公立初等中等学校び）教育の質について、特に学力
　　　低下および規律の乱れの懸念が高まっていたため、この報告書の発表と四提言
　　　を契機に、ほとんどの州がそれぞれ改革に取り組んだ
（注2｝イギリスでは、1979年に誕生したサッチャー政権が、「イギリス病」克服ぴ）た
　　　めに、数々の初等中等教育そして高等教育の改革を行った　サッチャー政権は、
　　　｜970年代からのイギリスの児童生徒の学力の低下に対する懸念から、教育改
　　　革の最重要課題に、初等中等教育の教育水準の改善を掲げ、1988年教育改革
　　　法を制定した．そして、高等教育の改革でも、市場を優先する教育システムの
　　　必要性を強調した改革を行った一すなわち、大学に「投資した金額に見合う価
　　　値」‘Va｜ue　for　Monev’を求めたのである一大学システムの効率性をあげるこ
　　　とにより学生数を増やし、アメリカ式に、より多くの学生が単位交換liJ’能な選
　　　択科目を受講できるよう学生の選択肢をふやすことを重要視した
（注M江淵一一公，tg97「人学国際化の研究」寸ミ川大学、35－58頁
（注4）Webster’s　New　Twentieth　Dictionary第3版
（注5）喜多村和之，1984「大学教育の国際化」刊11大学、12－21頁
（注6）黄福寿．2003「高等教育の国際化一定義に関する検討」「大学論集』広1島人学
　　　高等教育開発センター、6－10頁
（注7）平成15年度の国の留学生受人れ推進関係扮算額は519億Plであった　国費留
　　　学生は、奨学金の支給、入学金・授業料が免除される、国費留学生1人当たり
　　　の奨学金及び入学金・授業料の免除合計額は、年間約300万円である　優秀な
　　　私費留学生には、学習奨励費の支給、授業料の減免がある
　　　　〔参照）http：〃www．soum．go．jp／s－news／2005／050111．html
（注8）’ド成17年1月、総務省は、「留学生受人れIO万人計画」の推進施策に関して、
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　　　政策の総合性を確保するための政策評価を公表した　」‘国費留学生・私費留学
　　　生数の増加状況互．留学生へのアンケート、留学動機・満足度、3．留学生受入れ
　　　に影響を及ぼす要因、④留学生受入れに関する行政コストなど調査，分析によ
　　　り、その政策効果を評価している、，
　　　　｛参照）http：〃www．soum．go．jp／s－news／2005／050111．html
（注9）国際化の要請に応えるべく1985年（昭和60）、筆者も当時の学術公開交流委
　　　員会（委員長新田俊三経済学部教授）から委嘱された国際交流小委員会（委員
　　　長小刈米清弘経済学部教授）の委員として、国際化での先進大学を調査し、本
　　　学の国際交流の基礎となる国際交流規定案の原案作成に関わった、
〔注10）大学等間交流協定締結状況等調査（平成16年10月1日現在）
　　　　｛参照）www．mextgo．jp／a＿menu／kokusai／teiketsu／16／OOI　．pdf
表A：　（参照）日本学生支援機構（JASSO）　留学生受け人れの概況（’ド成17年度版）
表B：　（参照）H本学生支援機構（JASSO）　留学生受け入れの概況（平成17年度版）
表C：　（参照）Open　Doors．　II　2004～2005掲載。
表D：　（参照）Open　Doors，　ll　2004～2005掲載。
表E：　国際交流センター事務局作成　平成18年II月
表F：　〔参照）文部科学省大臣官房国際課企画調査室調べ
表H：　〔参照）国際交流センター白書第1号、第2号、第3号
表1：　（参照）国際交流センター白書　第1号、第2号、第3号
表」，　（参照）国際交流センター白書　第1号、第2号、第3号
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